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１． 組織概要 

（１） 事業所及び代表者氏名 

事業所名 ：株式会社ライターム 

代表者氏名 ：代表取締役 岩崎  智  

（２） 所在地 ： 

〒169-0075 

東京都新宿区高田馬場 1-28-10 三慶ビル 7階 

（３） 環境管理責任者氏名 ： 

総務部部長 栄 恒一 

連絡先ＴＥＬ：03-5287-5900  ＦＡＸ：03-5287-5910 

（４） 事業概要： 

業務アプリケーションソフトウェアの開発業務 

インフラ・ネットワークシステムの構築業務 等  

（５） 事業規模：（2025年 9 月末現在） 

売上：3,942（百万円）（第 31期） 

従業員数：272名 

項目 単位 本社 

床面積 ㎡ 293.01 
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２． 対象範囲 

（１） 認証・登録の業務:  

業務アプリケーションソフトウェアの開発業務 

インフラ・ネットワークシステムの構築業務 等 

（２） 認証･登録の範囲  

本社 ：東京都新宿区高田馬場 1-28-10 三慶ビル 7階 

（３） 活動レポートの対象期間及び発行日： 

対象期間：2024年 10月から 2025年 9月 

発行日：2025年 11月 4日 

 

体制図 

 

  

代表者 ： 岩崎 智 

環境管理責任者：栄 恒一 

推進事務局：佐々木 慶 

        山下 梨奈 

経理部：白石 直正 システム部：中山 真一 

       八幡 匡志 

従業員 （約 10 人） 

外部で執務中の為、対象外 

従業員 （約 255 人） 

総務部：栄 恒一 



 4 / 13 

 

 役割・責任・権限 

代表者 ・環境経営に関する統括責任。 

・経営における課題とチャンスの明確化。 

・全員参加の実施体制を整備。 

・環境経営システムの実施に必要な経営資源（人(時間、技能、知識)、も

の(設備、インフラ)、資金(設備投資、教育投資)、情報(顧客ニーズ、技

術情報)など）の用意。 

・環境管理責任者を任命。 

・環境経営方針の策定・見直し及び全従業員へ周知。 

・環境経営目標・環境経営計画書を承認。 

・代表者による全体の評価と見直し・指示を実施。 

・環境経営レポートの承認。 

環境管理責任者 ・環境経営システムの構築、実施、管理。 

・環境関連法規制管理台帳を承認。 

・環境経営目標・環境経営計画書を確認。 

・環境経営の取組結果を代表者へ報告。 

・環境経営レポートの確認。 

 

事務局 ・環境管理責任者の補佐、EA21 推進委員会の事務局。 

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施。 

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成。 

・環境経営の実績集計。 

・環境関連法規制管理台帳の作成、定期的な確認。 

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口。 

・事務局部門の環境経営レポートの作成、公開（事務所に備え付け等）。 

 

部門長 ・自部門における環境経営システムの実施。 

・自部門における環境経営方針の周知。 

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施。 

・自部門に関連する環境経営計画の実施及び達成状況の報告。 

・特定された項目の手順書作成及び運用管理。 

・自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書作成。 

・緊急事態への対応のためのテスト、訓練を実施、記録の作成。 

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施。 

 

従業員 ・環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚。 

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境経営へ参加。 
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３． 環境経営方針 
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４． 短期目標と中・長期目標 

当社における第 25期（2018.10～2019.9）の実績を把握し、第 31期から 33期までの目標を設定。 

 

 項目 基準年度 短期目標 中・長期目標 

25 期 

2018.10～2019.9 

31期 

2024.10～2025.9 

32期 

2025.10～2026.9 

33期 

2026.10～2027.9 

1. 電力の削減 

・電力 

※21 期より電力排出係数

を 0.525へ変更する予定。 

また、事務所統合に伴い、

目標値を再設定済。 

11,154kg-CO2 

※ 電 力 排 出 係 数

=0.442kg-CO2/kWh 

(東京電力エナジーパ

ートナー) 

11,042 kg-CO2 

基準年度より 

99.0%削減 

10,931 kg-CO2 

基準年度より 

98.0%削減 

10,819 kg-CO2 

基準年度より 

97.0%削減 

2. 自動車燃料の削減 

・ガソリン 

4,315kg-CO2 社用車、廃止へ 

3. 一般廃棄物の削減 

・可燃ごみ 

・不燃ごみ 

 

※2014.10 目標値

見直し(25期の廃

棄物量(0.201kg)

×0.99) 

0.199 kg/1人日 

25期(実績)より 

1.0%削減 

0.198 kg/1人日 

25期(実績)より 

2.0%削減 

0.197 kg/1人日 

25期(実績)より 

3.0%削減 

4. 水道水の削減 

※本社移転に伴い、21 期よ

り水道検針が無くなるた

め、啓蒙活動に切り替え。 

105㎥ - 

※啓蒙活動実施予定 

- 

※啓蒙活動実施予定 

- 

※啓蒙活動実施予定 

5. グリーン購入 

※21 期より、目標を個数で

はなく割合に切り替え、目

標値を購入品目の 50%と

した。 

 

グリーン購入品目割

合：60%※推奨目標 

(基準年度比 120%) 

グリーン購入品目割

合：60%※推奨目標 

(基準年度比 120%) 

グリーン購入品目割

合：60%※推奨目標 

(基準年度比 120%) 

6. 製品・サービスの推

進 

・ソフトウェア開発

の品質の向上による

作業工数の削減 

 

25期：平均残業時

間：32H 

ISO9001認証継続：25

期*0.99 

平均残業 31.68.H 以

下 

※ISO9001 の目標である稼

働管理を目標とする、平均

稼働が削減されることで、

電力消費量を押させるこ

とが可能。 

ISO9001認証継続：25

期*0.98 

平均残業 31.36H 以

下 

※ISO9001 の目標である稼

働管理を目標とする、平均

稼働が削減されることで、

電力消費量を押させるこ

とが可能。 

ISO9001認証継続：25

期*0.97 

平均残業 31.04H 以

下 

※ISO9001 の目標である稼

働管理を目標とする、平均

稼働が削減されることで、

電力消費量を押させるこ

とが可能。 
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５． 第 31 期の主要な環境活動計画（具体的取組内容） 

  （2024年 10 月 ～ 2025年 9月） 

 環境目標 活動計画 －具体施策－  

1. 電力の削減 

 

・省エネ目標説明 

・節電運動展開 

・不要照明の消灯 

・使用しない時の PCモニタ電源 OFF 

・クールビズ、ウォームビズ運動 

・冷房２８℃ 暖房２０℃設定 

2. 自動車燃料の削減 

 

・自動車燃費向上目標の説明 

・アイドリングストップ 

・急加速・急停車の防止 

・交通状況に応じた速度で一定速度走行の心がけ 

・冷暖房の控え目使用 

3. 一般廃棄物の削減 

 

・一般廃棄物削減目標説明 

・裏紙使用 

・ミスコピーの防止 

・分別による古紙のリサイクル化 

・両面印刷 

・マイ箸、マイカップ、マイ水筒運動の推進 

・ごみの分別の徹底 

・ペーパーレス会議の推進 

4. 水道水の削減 

 

・水道水削減目標説明 

・節水の呼びかけ 

5. グリーン購入 

・事務用品・備品等購入

額に占めるエコマーク

等環境ラベル認定品の

購入比率を拡大 

・グリーン購入の周知および購入 

※グリーン購入商品対象 

グリーン購入法適合商品･マーク、GPNデータブック掲載・マ

ーク、エコマーク、グリーンマーク、非木材紙マーク、牛乳

パック再利用マーク、PET ボトルリサイクル推進マーク、省

エネマーク、国際エネルギースター、エコ･アスクルマーク 

6. 製品・サービスの推進 

・ソフトウェア開発の

品質の向上による作業

工数の削減 

 

・ISO9001認証継続 

・稼動削減に対する意識付け 

・生産性の向上 

・客先責任者への働きかけ 

(PJリーダ、営業サイドより実施) 
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６． 第 31 期の環境目標と実績(期間：2024/10/～2025/9) 

 

項目 

基準年度 目標 実績 

25期 

2018.10～2019.9 

31期 

2024.10～2025.9 

31期 

2024.10～2025.9 

達成状況 

1. 電力の削減 

・電力 

 

11,154 kg-CO2 11,042 kg-CO2 

基準年度:25 期(実績)

より 1.0%削減 

8,241 kg-CO2 ○ 

2. 自動車燃料の

削減 

・ガソリン 

 

4,315 kg-CO2  社用車廃止へ 
 

 ○ 

3. 一般廃棄物の

削減 

・可燃ごみ 

・不燃ごみ 

0.201 kg/1人日 

※2012.10目標値見

直し 

 0.199kg/1人日 

基準年度:25期(実績)

より 1.0%削減 

0.139 kg/1 人日 

 

○ 

4. 水道水の削減 

・下水道 

 

 

105 ㎥ 

※2014.10より検針

なし 

- 

※啓蒙活動実施予定 

-㎥ 

※2014.10より検針な

し 

○ 

5. グリーン購入 

・事務用品・備品等

購入額に占めるエ

コマーク等環境ラ

ベル認定品の購入

比率を拡大 

購入割合：50％ 

※2014.10目標値見

直し 

グリーン購入品目割

合：60%※推奨目標 

(基準年度比 120%) 

購入割合：48% 

※数値比較 

28 期：(購入割合)44% 

△ 

6. 製品・サービス

の推進 

・ソフトウェ

ア開発の品質

の向上による

作業工数の削

減 

25 期：平均残業時

間：32H 

ISO9001 認証継続：25

期(実績)より 1.0%削

減 

平均残業 31.68H以下 

※ISO9001 の目標である稼働

管理を目標とする、平均稼働

が削減されることで、電力消

費量を押させることが可能。 

ISO9001認証継続 

平均残業 26.1H 

○ 
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７． 第 31 期の環境活動計画の取組結果とその評価 

 環境目標 取組結果 評

価 

理由 

1. 電力の削減 ・省エネ目標説明 ○ 目標を達成できて

おり、活動を継続

する。 

・節電運動展開 ○ 

・不要照明の消灯 ○ 

・使用しない時の PCモニタ電源 OFF ○ 

・クールビズ、ウォームビズ運動 ○ 

・冷房２８℃ 暖房２０℃設定 ○ 

2. 自動車燃料

の削減 

・自動車燃費向上目標の説明 ○ 目標を達成できて

おり、活動を継続

する。 

・アイドリングストップ ○ 

・急加速・急停車の防止 ○ 

・交通状況に応じた速度で一定速度走行の心がけ ○ 

・冷暖房の控え目使用 ○ 

3. 一般廃棄物

の削減 

・一般廃棄物削減目標説明 ○ 会社ﾘﾌｫｰﾑ/出社人

数が少ないため、

目標を達成できて

いないが、活動は

実施出来ている。 

・裏紙使用 ○ 

・ミスコピーの防止 ○ 

・分別による古紙のリサイクル化 ○ 

・両面印刷 ○ 

・マイ箸、マイカップ、マイ水筒運動の推進 ○ 

・ごみの分別の徹底 ○ 

・ペーパーレス会議の推進 ○ 

4. 水道水の削

減 

・水道水削減目標説明 ○ 目標を達成できて

おり、活動を継続

する。 

・節水の呼びかけ 
○ 

5. グリーン購

入 

・グリーン購入の周知および購入 

△ 

トータルとして目標

値をクリア出来ず。

努力目標とし、今後

も活動を継続してい

く。 

6. 製品・サービ

スの削減 

 

・ISO9001認証継続  ○ 目標を達成できて

おり、活動を継続

する。 

・稼動削減に対する意識付け ○ 

・生産性の向上 ○ 

・客先責任者への働きかけ 

 (PJリーダ、営業サイドより実施) 
○ 
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８． 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無 

 

（１） 適用となる主な環境関連法規等 

 

 該当する環境関連法規制  遵守状況 

1. 廃棄物処理法 一般廃棄物の適正処理 

2. 東京都廃棄物条例  

3. 新宿区リサイクル及び一般廃棄物

の処理に関する条例  

4. 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイ

クル法） 

2024 年 10 月～2025 年 9 月までに、TV、洗濯

機、冷蔵庫、エアコン等の廃棄はなし。 

 

（２） 違反、訴訟等 

当社における関連法規制の違反はありませんでした。過去 3 年間、関係機関等からの指

摘等はなく、訴訟等も 1 件もありませんでした。 
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９． 第 32 期の環境経営目標と計画/責任者(期間：2025/10/～2026/10) 

Ｎｏ 環境経営目標 環境経営計画 

 項目 目標値 取組の内容 責任者 

1. 二

酸

化

炭

素

排

出

量

の

削

減 

"電力使用量 

削減" 

 

 

 

 

10,931  

kg-co2/年 

①省エネ目標説明 

②節電運動展開 

③不要照明の消灯 

④使用しない時の PC モニター電源 PFF 

⑤クールビルズ、ウォームビズ運動 

⑥冷房２８℃、暖房２０℃設定 

総務部 

佐々木 

ガソリン使用量 

削減 

社用車廃止

へ 

①自動車燃料費向上目標の説明 

②アイドリングストップ 

③急加速、急停止防止 

④交通状況に応じた速度で、一定速度走行 

⑤冷暖房の控え目使用 

総務部 

佐々木 

2. 廃

棄

物 

排

出

量

の 

削

減 

一般廃棄物排出

量の削減 

 

 

 

 

 

 

0.197 

kg/人日 

①一般廃棄物削減目標の説明 

②裏紙使用 

③ミスコピーの防止 

④分別による古紙のリサイクル化 

⑤両面印刷 

⑥マイ箸、マイカップ、マイ水筒運動推進 

⑦ごみの分別徹底 

⑧ペーパーレス化会議の推進 

総務部 

佐々木 

3. 水使用量の削減 啓蒙活動 ①水道水削減目標の説明 

②節水の呼びかけ 

総務部 

佐々木 

4. グリーン購入の 

推進 

 

60% 

"グリーン 

購入割合"  

①グリーン購入の周知及び購入 

※対象：グリーン購入適合品・マーク、GPNデ

ータブック掲載・マーク、エコマーク、非木

材紙マーク、牛乳パック再利用マーク、PETボ

トルリサイクル推進マーク、省エネマーク等 

総務部 

佐々木 

5. 環境配・サービスの推

進 

ソフトウェア開発の品

質向上による作業工数

の削減 

- 

①ISO9001の認証継続 

②稼働削減に対する動機付け 

③生産性向上 

④客先責任者への働きかけ 

総務部 

佐々木 
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１０． 代表者による全体の評価と見直し・指示 

代表者による見直しを 2025年 10月 20日に実施し下表の結果でした。 

 項目  見直し有無 評価コメント 

1. 環境方針の見直し  無 現時点での活動に問題ないと判断する。 

2. 環境目標  有 基準値年度ついては、審査員からの指摘に

ある通り、2018年とした。 

3. 環境活動計画  無 社用車については、利用状況/環境面を考慮

し、手放すこととした。 

これまで社用車を利用して行っていた運搬等

は、配送業者/公共交通機関を利用し、対応し

ている。現状は、問題なし。 

(事務局：佐々木) 

⇒問題なし。 

(委員長（代表取締役 岩崎）) 

4. 環境経営システム的な指示  無 現時点での活動に問題ないと判断する。 

5. 全体評価コメント  無 ≪エコアクション 21 ガイドライン 追補版 

～エコアクション 21 アドバンスト～の公表

について≫ 

・環境省より、エコアクション 21 ガイドライ

ン 追補版が公表された。 

NTT データ（NTT グループ）や大手 SIer から

の依頼に基づき、環境活動や企業の社会的責

任（CSR）への包括的な対応の一環として行う

べく、GHG プロトコルに関連する施策も展開

される見込みである。 

当社としても、適宜、対応していく。 

 (事務局：佐々木) 

⇒今後、上記対応が必要となるため、内容を

確認し対応すること。 

(委員長（代表取締役 岩崎）) 
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